
















































【設備改善】ー投資による「換気設備」の省エネー
全熱交換器については前ページでも説明をしましたが、新規で導入を考えている方に向けて、改めて全

熱交換器について詳しく説明していきます。
室内外の気温差を小さくすることで、空調への負荷を減らして換気を行う設備が全熱交換器です。
通常の換気設備の場合、夏場であれば冷やした空気も換気ファンを通って排出されます。
外の空気を取り込んだことで夏は室温が上がり、冬は下がりますが、空調は室温を設定された温度にし

ようと稼働を続けますので、換気をしている間は負荷がかかり続けます。
全熱交換器の場合、排気と給気のファンを持ち、双方ともに途中で全熱交換器を通過させ、そこで外気の

温度を室内の温度に近づけてから、室内に給気しているのです。
外気と室温との差が大きければ大きいほど活躍するのが全熱交換器です。外気と室内の気温差がない時

や、空調を稼働させなくてもいい季節は稼働させる必要はありません。
下のイラストの様に、室内20℃、外気温10℃の場合に、全熱交換器を通った外気は17℃にまで暖められ

た状態で室内に給気されます。
全熱交換器を導入していなければ、空調は10℃の空気を20℃にまで暖めなければなりませんが、全熱交

換器を導入していれば、外気は17℃に暖められているので、空調は3℃暖めるだけですみ、エネルギー消費
量を抑えられます。

室内環境の条件や機器の性能にもよりますが、全熱交換器の電力削減効果は12%～20%ほどとされてい
ます。

事務所や店舗は、暑さや寒さにかかわらず換
気をしなければならないと『建築物における衛
生的環境の確保に関する法律』に定められてい
ます。

延べ床面積3,000㎡以上の事務所や店舗など
の建 物は、法 律で室 内のCO濃 度6ppm以 下、
CO2濃度は1,000ppm以下にしなければなりま
せん。

温度や湿度だけではなく、空気の浄化や流量
などの調整も義務づけられています。

項  目 基準値

①浮遊粉じんの量 0.15㎎／㎥以下

②一酸化炭素の含有率 6ppm以下

③二酸化炭素の含有率 1,000ppm以下

④温度 18℃以上28℃以下

⑤相対湿度 40%以上70%以下

⑥気流 0.5m／s以下

⑦ホルムアルデヒド 0.1㎎／㎥以下

建築物環境衛生管理基準（空気環境に関する基準）

全熱交換器の効果

全熱交換器を使用すると
外気が約17℃になって
室内に入ってくる

熱回収

全熱交換器を使用すると
外気が約30℃になって
室内に入ってくる

熱回収
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【運用改善】ーお金をかけない「その他」の省エネー
空調や照明、換気設備について説明してきましたが、ここではそれ以外の、お金をかけずに行える対策を

紹介していきます。
一つ目は遊技機の電源オン・オフの時間の見直しです。遊技機は待機中に60W程度の電力を消費してい

ます。ウォーミングアップにかかる時間を確認し、電源を入れる時間を遅らせるとともに、営業後は電源を
早めに切るようにしましょう。

都内の遊技施設の平均的なパチンコ台数は約470台ですが、これらの電源を入れる時
間を1時間短くするだけで、年間で約25万円の電気代を削減できます。

最近は省エネ機能つきの遊技機も多いので、省エネモードあるいはエコ機能を使用し
ましょう。音量調整を使えば、さらに消費電力を削減できます。

二つ目は自動販売機です。まずは明るさや消灯時間を調整できるか契約業者に確認してみましょう。
多くの自動販売機が常時点灯していますが、施設内は明るいことが多いので、自動販売機を点灯させな

くても問題のない場合が多いです。
以下のグラフからもわかるように、自動販売機の消費電力は年々減少しています。設置されている自動

販売機の製造年を確認の上、省エネタイプの自動販売機への更新を相談してみてください。

三つ目が温水洗浄便座です。節電機能つきであれば節電モードに切り替え、冬以外は便座のヒーター
を切り、使用する際も低温での使用を心がけてください。

不使用時にはふた閉めに協力を求めるポスターなどを掲示しておきましょう。

出典：日本電動式遊技機工業協同組合『エコ機能の説明』

飲料自販機出荷台数1台あたりの年間消費量（kW･h）
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出典：一般社団法人 日本自動販売システム機械工業会『消費電力量推移のグラフ』より作成
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【設備改善】ー投資による「その他」の省エネー
メダルやパチンコ玉を電子情報で管理するスマート遊技機が開発され、2022年11月から“スマートス

ロット”が、2023年4月からは“スマートパチンコ”が導入されるようになりました。
パチンコ玉は遊技機内部を循環するのみで、利用者が触れることがなくなり、メダルにいたっては使用

していません。
そのためメダル等の洗浄費用が削減でき、洗浄・循環システム、ジェットカウンターなどの大型設備も

不要になります。
電気・水道料金と共に従業員の作業量も大幅に削減できます。
先に紹介したように、省エネ機能も搭載されているので、この機会に導入を検討してみてください。
併せてデマンド監視装置の導入も検討してみてください。
アンケートや省エネルギー診断でも、すでに導入している店舗が複数みられましたが、多くの電力を必

要とする事業所へは、導入を提案しています。
中には最大電力を超過しないよう、設備を自動で停止・復帰する制御機能を有している装置もあります。
また、デマンド（最大需要電力）に基づいて電力の基本料金が算出されます。
デマンドはエネルギーの使用量にも電気料金にも非常に大きな影響を及ぼしているため、デマンドを下

げることが重要です。
最大電力を超えてしまいそうな時には、デマンド監視装置がアラートなどで教えてくれます。
アラートが出た場合を想定して、事前に機器の停止する順番を決めておくと、素早く適切に対応でき

ます。

電力会社の取引用電力計からのパルス信号の提供
を受けたい場合、電力会社にその旨の申し込みを行
う必要が有ります。（パルス提供申込書の提出）

①デマンド監視装置の導入

②電力使用状況を継続的に
　監視・記録

③設定した最大電力の超過が
　予測される場合、警報発信

④空調の一部停止など負荷を制御
　※自動制御機能がない場合は手動対応

⑤設定した最大電力の範囲に収まる
　と予測される場合、警報解除

⑥一時停止していた機器を再稼動
　※自動制御機能がない場合は手動対応

パルス検出器

電力量計

照明

空調

警報機

パソコン

データの出力
デマンド
監視装置

出典：『令和6年度版 中小規模事業所の省エネルギー対策・再生可能エネルギー活用テキスト』

デマンド監視装置のイメージ
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主な再生可能エネルギー

Utilization of renewable energy

再生可能エネルギー
の活用
4章からは再生可能エネルギーとその活用方法についてみていきま
しょう。東京都はCO2の排出量削減のため省エネを推進すると共に、
再生可能エネルギーの基幹エネルギー化が必要であると考え、再生可
能エネルギーの利用や導入を推進しています。

4
再生可能エネルギーとは
再生可能エネルギーとは、太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス（動植物に由来する有機物）など、自然

界に存在しているエネルギーのことです。
石油や石炭、天然ガスのようにCO2を排出しない、環境に優しいエネルギー源として「ゼロエミッション

東京」にも再生可能エネルギーの利用率の増加が盛り込まれています。
自然災害が激甚化していることもあり、停電の際に自宅でも電気を作り賄うことのできる太陽光発電

は、災害時の非常電源としても利用できることからも、事業所や家庭でも導入が進んでいます。

事業者が再生可能エネルギーを活用したい場合、以下の方法があります。
1.自家発電・自家消費：事業所敷地内に発電装置を設置し、その電力を自家消費する
2.第三者所有モデル：発電事業者などが住居や事業所などに太陽光パネルなどの発電設備を設置し、そ

この居住者または事業者と電力購入契約（PPA）を結び、発電した電力を供給（売電）する
3.小売電気事業者との契約：再生可能エネルギー発電由来の電力を購入する
4.「再エネ電力証書」等の購入：再生可能エネルギー由来の電力を発電した発電事業者から、再エネ電力

証書を購入することで、間接的に再エネ電力を活用する
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太陽光発電の仕組みについて
屋根や遊休地などでよく目にするようになった太陽光パネルですが、ここで太陽光発電システムの基本

的な仕組みについて説明していきます。
太陽光発電は、シリコン半導体に光を当てると電気が発生する現象を利用した技術です。
太陽光パネルは、重ね合わせて光を当てると電気を発生するN形シリコン半導体とP形シリコン半導体を

組み込み、この二つの電子の流れを利用して太陽の光を電気に変えています。

15kWの発電能力のある太陽光発電システムを事業所に設置した場合の効果を試算したので、参考にし
てください。

空調・照明等

太陽光

1 太陽光パネル

2 接続箱 3 パワーコンディショナー 4 分電盤
5 電力量計
（電気メータ）

6 電力モニター

太陽光発電システムの周辺機器をみていきます。

太陽光パネル：太陽光を受けて発電する装置
接続箱：太陽光パネルの配線をつなぎ一つにまとめる装置
パワーコンディショナー：太陽光パネルからの直流電力を家庭や事業所で使う交流電力に変換する装置
分電盤：交流電力に変換された電力はここから各コンセントに送られる
電子量計（電気メーター）：電力会社へ売電した電力量を計測する
電力モニター：発電量や消費電力を表示する

＝ 15,000kWh/年 × 24.7円/kWh ＝節減金額

＝ 15kW × 239千円/kW ＝投資金額 3,585千円/年

＝ 3,585千円 ÷ 370千円 ＝回収年数 となります。約10年

約370千円/年

試算条件
■設置条件：システム容量15kW　■システム容量1kWあたりの年間予想発電量1,000kWh/年・kW
■年間太陽光発電量＝15kW×1,000kWh/年・kW＝15,000kWh/年　■電力単価：24.7円 /kWh
■年間売電量：なし　■システム容量1kWあたりの導入費用：239千円/kW

対策の効果
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再生可能エネルギーの現状と導入のメリット・デメリット
東京都は2030年までにCO2排出量を2000年比で50％削減し、再生可能エネルギーによる電力利用

割合を50％程度にまで引き上げるという目標を掲げ、様々な取組を進めています。
まず、日本の電源構成をみていきましょう。資源エネルギー庁が2024年に作成した『エネルギーを巡る

状況について』によると、天然ガスが33.8％、次いで石炭が30.8％、再生可能エネルギーは14.4％です。

再生可能エネルギーの利用率は世界の中で第6位の日本ですが、太陽光発電導入量では世界第3位に浮上
するほど、太陽光発電の導入が進んでいるのです。

再生可能エネルギーはCO2を排出しないというメリットがありますが、天候などに左右されるという側
面があります。それを補うには蓄電池の併用が有効です。

太陽光発電を例にすると、昼間は発電した電気を使い余った電力を蓄電池に充電し、太陽の出ていない
夜間には、昼に蓄電池に貯めた電気を使います。

自然災害などの非常時の備えとして、太陽光パネルだけでなく蓄電池の導入を検討する事業所も増えて
きました。

メリットは様々ありますが、同時にコストもかかります。事業所での導入時は、コストの増大分と減少
分の検証をしっかり行った上で、総合的に判断するようにしてください。

次に、東京都の再生可能エネルギーの割合をみていきます。集計方法が同じではないので、一概には結論
を出せませんが、2022年度の再生可能エネルギーの電力利用割合は22.0％となりました。目標の50%へ
の道は半ばですが、国内の割合よりも高く、着実に割合を増やしています。

（％）200 40 60 80 100

日本 10,106億kWh天然ガス
33.8%

石油等
8.2%

石炭
30.8%

原子力
5.5%

水力
7.6%

再エネ
（水力除く）
14.1%

出典：資源エネルギー庁『エネルギーを巡る状況について』より抜粋

注）2019年度以降の算定方法をより精緻に見直しました。

（億kWh） （再エネ利用割合）電力消費量 再エネ利用量 再エネ利用割合

出典：東京都環境局「都内における再生可能エネルギーの利用状況調査(2022年度実績)」
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出典：資源エネルギー庁「再エネの導入」より一部抜粋
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●東京都の気候変動対策支援策
環境関連の東京都補助金・支援策ガイド

中小規模事業所の省エネルギー診断

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/
data/publications/eco_support/index.html

無料

無料

エネルギーの使用状況を調査し、光熱水費削減など省エネ
に関する個別アドバイスが受けられます。
https://www.tokyo-co2down.jp/
learn/diagnosis-office

東京都中小規模事業所向け
「省エネ診断ナビ」のご案内

都内の中小規模事業所向けの省エネルギーシミュレー
ションツールです。CO2 削減量や光熱費の
削減額が算出できます。
https://shoene-tool.tokyo-co2down.jp

中小規模事業所の省エネ対策（アニメ）
アニメで省エネを学ぶことができます。省エネに関する
知識を、楽しく身に付けられます。
https://www.tokyo-co2down.jp/learn/save

省エネルギー研修会への講師派遣
環境関連イベントへの相談員派遣
行政機関や業界団体・事業者が開催する研修会等に
無料で省エネの講師を派遣します。
https://www.tokyo-co2down.jp/
seminar/small

中小規模事業所の省エネ対策支援
東京都や国、市区町村の省エネ・創エネ・蓄エネの
助成金を紹介しています。
https://www.tokyo-co2down.jp/
learn/save-support

エコサポートのホームページもご利用ください。
補助制度・支援策についての詳細ホームページ
リンク集があります。

中小企業者向け省エネ促進税制
東京都が導入を推奨する機器を取得した場合に、事業税を
減免します。
https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/
genmen/htt_kt/kangen-tokyo
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